商品売買基本契約書
＊＊＊＊＊（以下、「甲」という。）と＊＊＊＊＊（以下、「乙」という。）は、乙を売主、甲を買主とする継続的商品売買取引に関し次のとおり売買基本契約を締結する。

第１条（目的）
　　乙は甲に対し、乙が取扱う商品（以下、単に「商品」という）を継続的に売り渡すことを約し、甲はこれを買い受ける。

第２条（契約の適用範囲）
　　本契約は、前条の商品売買における共通の取引条件を規定するものであって、甲乙間で締結される個別の売買契約（以下、「個別売買契約」という。）の一切に共通して適用される。但し、個別売買契約において本契約と異なる事項を定めた場合、個別売買契約が本契約に優先する。

第３条（個別売買契約）
１．乙が甲に売り渡す商品の具体的品名、数量、価格、その他商品売買について必要な事項については、本契約で定めるものを除き、個別売買契約をもって定める。
２．前項の個別売買契約は、甲が注文書を乙に提出し、乙の受諾の意思表示が甲に到達した時点をもって成立する。

第４条（引渡条件）
　　乙は甲に対し、個別売買契約に定める場所において商品を引き渡すものとする。商品の納入に要する費用については、個別売買契約において別段の定めがない限り乙が負担する。

第５条（所有権の移転）
　　商品の所有権は、商品を甲もしくは甲の指定する者に引き渡した時点をもって乙から甲に移転する。

第６条（支払い）
乙は納入済みの商品について毎月末日で締め、商品代金の請求書を甲に発行する。甲は乙からの請求書に基づき、商品の代金を、請求締日の翌月末日までに乙が指定する銀行預金口座に振り込んで支払う。振込手数料は、甲の負担とする。

第７条（危険負担）
　　甲乙いずれの責めにも帰さない事由による商品の滅失、毀損等の危険は、第４条に定める引渡しをもって甲に移転するものとし、引渡前の危険は全て乙が負担する。

第８条（瑕疵担保責任）
１．乙は、甲への引き渡し前の原因によって生じた商品の品質不良、数量不足、変質、その他の瑕疵（以下、｢瑕疵等｣という。）にかかる責めを負い、甲は、瑕疵等のある商品につき個別売買契約の解除、返品、交換、瑕疵の補修もしくは代金減額等の措置を請求することができる。但し、瑕疵等が甲の責に帰すべき事由により生じたものである場合は、この限りでない。
２．前項により、商品の返品、交換、瑕疵の補修等をする場合、これに要する費用は乙の負担とする。
３．甲は、商品に瑕疵等があった場合において、前２項の措置によってもなお填補できない損害があるときは、填補できない損害について乙にその賠償を請求することができる。但し、甲の責に帰すべき事由があるときは、この限りでない。


第９条（苦情処理）
１．甲および乙は、顧客または第三者から商品に関する苦情を受けた場合、直ちに相手方に通知し甲乙協力のもとにその解決を図るとともに、再発防止に努めるものとする。
２．前項の苦情処理において処理費用、損害賠償等が発生した場合、苦情の原因が乙の責に帰すべき事由によるときは乙がこれを負担し、それ以外の場合は甲がこれを負担する。

第１０条（秘密保持）
1． 甲および乙は、相互の取引に関して知り得た相手方の経営、技術、および取引に関する情報（以下、｢秘密情報｣という）について、契約期間中はもとより、その終了後も厳重に秘密として保持する。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報は秘密情報には当たらないものとする。
1） 相手方から開示を受けたときに、第三者から秘密保持義務を負うことなく既に自ら所持していた情報
2） 相手方から開示を受けたときに、既に公知または公用であった情報 
3） 相手方から開示を受けた後に、自己の責に帰すべき事由によらず公知または公用となった情報 
2． 甲および乙は、従業員（役員、社員等身分を問わず、本契約にかかる業務に従事する全ての者をいう）に対して、在職中はもとより退職後も前項の秘密情報を秘密として保持させる義務を負う。
　
第１１条（通知義務）
　　甲および乙は、次の各号の一に該当する場合、遅滞なく相手方にその旨を通知しなければならない。
 (1)住所、商号、代表者、使用印鑑、事業内容の重要な変更があったとき
 (2)財産あるいは信用に著しい変動を生じ、またはそのおそれがあるとき
 (3)第１２条１項第２号から第９号及び第１１号に定める事由が生じたとき

第１２条（期限の利益喪失）
1． 甲または乙が次の各号の一にでも該当した場合、なんらの通知催告を要することなく相手方に対する債務は当然に期限の利益を失い、その全額を直ちに支払わなければならない。
1）  本契約または個別売買契約の条項の一にでも違反した場合
2）  支払停止、支払不能に陥った場合
3）  自ら振り出した手形、小切手の不渡りを１回でも出した場合
4）  差押え、仮差押え、仮処分、競売の申立て、公租公課の滞納処分その他公権力の処分を受けた場合
5）  破産、民事再生、会社更生、特別清算の申立てを受け、または自ら申立てる等事実上の倒産手続きに入った場合
6）  解散、営業の全部または重要な部分の譲渡決議をした場合
7）  営業を停止もしくは廃止した場合
8）  監督官庁より営業停止命令を受け、または営業に必要な許認可の取消処分を受けた場合
9） 役員もしくは幹部従業員等の不法行為、その他の事由により著しく信用状態が悪化したと認められる場合
10） 暴力団、暴力団員、暴力団関係企業・団体またはその関係者、その他反社会的勢力であることが判明した場合
11） その他前各号に準じる事由が生じた場合
2． 甲および乙は、相手方が期限の利益を喪失し、かつ相手方に対して債務を負担している場合には、その弁済期の如何にかかわらず対当額で債権債務を相殺することができる。
3． 第１項の場合において相手方に損害が生じた場合には、第１項各号の一にでも該当した当事者は、これを賠償しなければならない。

第１３条（契約の解除）
1． 甲又は乙が前条第１項各号の一にでも該当した場合は、相手方は何らの催告なくして本契約または個別売買契約の全部又は一部を解除することができる。
2． 前項の場合において、解除権を行使した当事者に損害が生じた場合は、相手方に対しその賠償を請求することができる。

第１４条（反社会的勢力の排除）
1． 甲および乙は、相手方又は相手方の代理人もしくは媒介する者が以下の各号に該当する者（以下「反社会的勢力」という。）であることが判明した場合には、何らの催告も要せず、本契約を解除することができる。
1） 暴力団
2） 暴力団員
3） 暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者
4） 暴力団準構成員
5） 暴力団関係企業
6） 総会屋等
7） 社会運動等標ぼうゴロ
8） 特殊知能暴力集団
9） その他前各号に準ずる者
2． 甲および乙は、相手方又は相手方の代理人もしくは媒介する者が反社会的勢力と以下の各号の一にでも該当する関係を有することが判明した場合には、何らの催告も要せず、本契約を解除することができる。
1） 反社会的勢力が経営を支配していると認められるとき
2） 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき
3） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に損害を加えるなど、反社会的勢力を利用していると認められるとき
4） 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められるとき
5） その他役員等又は経営に実質的に関与している者が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
3． 甲および乙は、相手方が自ら又は第三者を利用して以下の各号の一にでも該当する行為をした場合には、何らの催告も要せず、本契約を解除することができる。
１）暴力的な要求行為
２）法的な責任を超えた不当な要求行為
３）取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
４）風説を流布し、偽計又は威力を用いて甲の信用を棄損し、又は甲の業務を妨害する行為
５）その他前各号に準ずる行為 
4． 甲および乙は、本条各項の規定により本契約を解除した場合には、相手方に損害が生じても何らこれを賠償ないし補償することは要せず、また、かかる解除により損害が生じたときは、違反当事者がその損害を賠償するものとする。

第１５条（損害賠償）
　　甲および乙は、本契約または個別売買契約に違反して相手方に損害を与えた場合には、その損害を賠償しなければならない。

第１６条（遅延損害金）
　　甲が乙に対する商品代金の支払いを怠ったときは、甲は乙に対し、当該商品代金の支払期日の翌日から支払い済みまで年14.6％の割合による遅延損害金を当該商品代金に付加して支払う。

第１７条（不可抗力）
１．天災地変、火災、その他の不可抗力により本契約もしくは個別売買契約の全部または一部に履行の遅延または履行不能の事態が生じた場合、一方当事者はこれにより損害を被っても、他の当事者に対し何らの損害賠償も請求できない。
２．前項に定める事由が生じた場合、すみやかに相手方に対しその旨の通知をし、その措置に　　　ついて協議する。不可抗力事由が長期にわたり解消されず、本契約の目的を達成することが　　　できない場合には、甲および乙は本契約もしくは個別売買契約の全部または一部を解除することができる。

第１８条（有効期間）
１．本契約の有効期間は　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までとする。
期間満了の３か月前までに甲または乙から何らの申し出もない場合は、本契約は１年間更新され、以後も同様とする。
２．契約終了時において履行が完了していない債務が存在する場合は、当該債務についてその履行が完了するまで本契約が適用される。

第１９条（裁判管轄）
　　本契約および個別売買契約から生じる一切の紛争については、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所とする。

第２０条（協議事項）
　　この契約に定めのない事項およびこの契約の条項の解釈に疑義が生じたときは、甲乙誠意をもって協議し解決する。

　　本契約締結の証として本書２通を作成し、各自１通を保有する。

年　　月　　日



甲　　
　　　
　　　



乙　　
　　　
　　　



